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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第153期
第２四半期
連結累計期間

第154期
第２四半期
連結累計期間

第153期

会計期間
自 平成27年４月１日
至 平成27年９月30日

自 平成28年４月１日
至 平成28年９月30日

自 平成27年４月１日
至 平成28年３月31日

売上高 (百万円) 115,653 110,436 234,192

経常利益 (百万円) 11,246 10,425 24,560

親会社株主に帰属する
四半期(当期)純利益

(百万円) 7,666 8,006 16,110

四半期包括利益又は包括利益 (百万円) 3,494 8,028 9,318

純資産額 (百万円) 173,067 183,633 177,247

総資産額 (百万円) 327,151 320,030 325,710

１株当たり四半期(当期)
純利益金額

(円) 18.66 19.72 39.43

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) － － －

自己資本比率 (％) 52.4 56.9 53.9

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 15,518 16,143 32,618

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △7,751 △8,422 △15,691

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △9,947 △11,392 △15,705

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(百万円) 27,979 27,445 31,378
 

 

回次
第153期
第２四半期
連結会計期間

第154期
第２四半期
連結会計期間

会計期間
自 平成27年７月１日
至 平成27年９月30日

自 平成28年７月１日
至 平成28年９月30日

１株当たり四半期純利益金額 (円) 10.98 12.26
 

(注) １ 当社は四半期連結財務諸表を作成しているので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載してい

ない。

２ 売上高には、消費税等は含まない。

３ 潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載していな

い。

　

２ 【事業の内容】

当第２四半期連結累計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)が営む事業の内容について、重要な

変更はない。また、主要な関係会社における異動もない。
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第２ 【事業の状況】

　

１ 【事業等のリスク】

当第２四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはない。

　また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はない。

　

２ 【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はない。

　

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 業績の状況

当第２四半期(平成28年４月～９月)におけるわが国経済は、政府の経済対策等の効果を背景に緩やかな回復基調

にあったものの、中国をはじめとするアジア新興国等の景気下振れ懸念や英国のEU離脱問題による世界経済の不確

実性の高まり等により、先行きに不透明な状況が続いた。

　セメント業界においては、公共投資・民間設備投資がほぼ前年同期並みで推移したものの、工事着工の遅れ、建

築の工法変化、天候不順等の影響により、官公需、民需ともに減少したことから、セメント国内需要は、前年同期

を4.5％下回る20,206千トンとなった。一方、輸出は、前年同期を5.5％上回った。この結果、輸出分を含めた国内

メーカーの総販売数量は、前年同期を2.4％下回る25,513千トンとなった。

　このような情勢の中で、当社グループは、セメントをはじめとする各種製品の安定供給を推進するとともに、持

続的発展のため、グループを挙げてコスト削減等に取り組んだ。

以上の結果、当第２四半期連結累計期間の売上高は、110,436百万円と前年同期に比べ5,216百万円の減収、経常

利益は10,425百万円と前年同期に比べ821百万円の減益となった。また、親会社株主に帰属する四半期純利益につい

ては、8,006百万円と前年同期に比べ339百万円の増益となった。

　

セグメントの業績は、次の通りである。

１ セメント

セメント販売数量が前年同期を下回ったことなどから、売上高は、85,107百万円と前年同期に比べ5,389百万円

（6.0％）の減収となり、営業利益は、6,546百万円と前年同期に比べ562百万円（7.9％）の減益となった。

　

２ 鉱産品

骨材及び石灰石の販売数量が前年同期を下回ったことなどから、売上高は、6,059百万円と前年同期に比べ776

百万円（11.4％）の減収となったものの、採掘コストが改善したことなどから、営業利益は、1,200百万円と前年

同期に比べ11百万円（1.0％）の増益となった。

　

３ 建材

コンクリート構造物補修・補強材の販売数量が増加したことなどから、売上高は、8,322百万円と前年同期に比

べ208百万円（2.6％）の増収となり、営業利益は、443百万円と前年同期に比べ135百万円（43.7％）の増益と

なった。

　

４ 光電子

新伝送方式用光通信部品等の販売数量が増加したことなどから、売上高は、4,479百万円と前年同期に比べ427

百万円（10.5％）の増収となり、営業利益は、生産コストが改善したことなどから、808百万円と前年同期に比べ

312百万円（63.0％）の増益となった。

　

５ 新材料

半導体製造装置向け電子材料の販売数量が増加したことから、売上高は、2,811百万円と前年同期に比べ51百万

円（1.9％）の増収となったものの、化粧品材料の販売数量が減少したことに加え減価償却費が増加したことなど

から、営業利益は、367百万円と前年同期に比べ284百万円（43.6％）の減益となった。

　

６ その他

二次電池正極材料の販売数量が増加したことなどから、売上高は、3,656百万円と前年同期に比べ、260百万円

（7.7％）の増収となり、営業利益は、コスト削減等により、639百万円と前年同期に比べ、331百万円

（107.7％）の増益となった。

　

(2) キャッシュ・フローの状況

当第２四半期連結累計期間における現金及び現金同等物(以下「資金」という。)は、営業活動によって16,143百

万円増加し、また、投資活動によって8,422百万円減少し、財務活動によって11,392百万円減少したこと等により、
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前連結会計年度末に比べて3,932百万円の減少となった。その結果、当四半期連結会計期間末の資金残高は27,445百

万円となった。

 

(営業活動によるキャッシュ・フロー)

当第２四半期連結累計期間において営業活動により得られた資金は、16,143百万円(前年同期比4.0％の収入増加)

となった。これは、減価償却費8,192百万円をはじめとする内部留保等によるものである。

 

(投資活動によるキャッシュ・フロー)

当第２四半期連結累計期間において投資活動により使用した資金は、8,422百万円(前年同期比8.7％の支出増加)

となった。これは、固定資産の取得による支出が10,327百万円となったこと等によるものである。

 

(財務活動によるキャッシュ・フロー)

当第２四半期連結累計期間において財務活動により使用した資金は、11,392百万円(前年同期比14.5％の支出増

加)となった。これは、社債の償還による支出が10,000百万円、長期借入金の返済による支出が4,811百万円となっ

た一方で、社債の発行による収入が5,000百万円となったこと等によるものである。

　

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更及び新たに生じた課題

はない。

 

<会社の支配に関する基本方針>

 

(１)基本方針の内容の概要

当社は、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者は、当社の企業価値ひいては株主共同の利益の確保・向

上に資する者が望ましいと考えている。

もっとも、当社は、株式を上場して市場での自由な取引に委ねているため、会社を支配する者の在り方は、最終

的には株主全体の意思に基づき決定されるべきであり、会社の支配権の移転を伴う買付提案に応じるかどうかの判

断も、最終的には株主全体の意思に基づき行われるべきものと考える。

しかしながら、当社株式の大規模な買付行為や買付提案の中には、株主に株式の売却を事実上強要するおそれが

あるもの、株主が買付けの条件等について検討したり、当社の取締役会が代替案を提案するための十分な時間や情

報を提供しないもの、買付者の提示した条件よりも有利な条件をもたらすために買付者との交渉を必要とするもの

等、株主共同の利益を毀損するものもありえる。

このような大規模な買付行為や買付提案を行う者は、例外的に当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者と

して適当でないと判断する。

 

(２)基本方針の実現に資する取組み

　当社は、「私たちは、地球環境に配慮し、たゆまない技術開発と多様な事業活動を通じて、豊かな社会の維持・

発展に貢献する企業グループを目指します。」という企業理念のもと、「セメント事業」及び関連する「鉱産品事

業」・「建材事業」を通じて、社会資本整備や重厚産業に不可欠な基礎資材を提供している。また、独自技術の開

発や外部技術の導入によって、「光電子事業」・「新材料事業」等を展開し、先端技術分野向けの部材や各種材料

の供給を行っている。そして、これら５つの事業を効率的に運営することにより、経営の安定化と着実な成長を実

現し、社会への貢献と株主の期待に応えてきた。

また、これら５つの事業に加え、現在、当社が事業拡大のため、注力している事業の一つが「電池材料事業」で

ある。

「光電子事業」・「新材料事業」・「電池材料事業」の手がける分野は、市場ニーズの変化や、競争が激しいも

のの、今後とも市場の拡大が期待できる分野である。今後も、当社独自の技術力に加え、他社・各種研究機関との

提携、共同研究を通じて、これら市場の拡大が期待できる分野において、より早く、より低コストで、より付加価

値の高い製品を開発・供給することで、事業の拡大に努めるとともに、当社が長年培ってきた有形・無形の経営資

源を活用し、全社的な安定収益構造を確立することで、企業価値を高めていく。また、株主、地域社会、取引先、

従業員その他ステークホルダーとの信頼関係を維持するとともに、各ステークホルダーの信頼に応えるべく努力し

ていく。
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また、当社は、「監査役設置会社」の形態を採用し、業務に精通した取締役と経営に対する監督機能の強化を図

るために選任された独立役員である社外取締役からなる取締役会における審議等を通じて的確な判断を行い、業務

の効率化に努めるとともに、監査役の監査機能の充実を図っている。

さらに、経営における意思決定・監督機能と執行機能の分離による各々の機能の強化や意思決定の迅速化と権

限・責任の明確化により経営の効率化を図るため、「執行役員制度」を導入している。

 

(３)基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支配されることを防止するための取

組み

当社は、上記基本方針に基づき、平成20年６月27日開催の当社第145回定時株主総会において株主の承認を得て、

当社株式の大規模買付行為への対応策を導入した。また、平成23年６月29日開催の当社第148回定時株主総会におい

て株主の承認を得て、その内容を一部改定した上で、更新した(更新後の当社株式の大規模買付行為への対応策を、

以下「旧プラン」という。)。その後、平成26年５月13日に開催された当社取締役会において、旧プランの内容を一

部改定した上で更新すること(改定後のプランを、以下「本プラン」という。)を決定し、平成26年６月27日開催の

第151回定時株主総会において、承認された。

本プランの概要については、以下の通りである。

 
① 本プランの対象となる当社株式の買付け

本プランの対象となる当社株式の買付けとは、特定株主グループの議決権割合を20％以上とすることを目的と

する当社株券等の買付行為、又は結果として特定株主グループの議決権割合が20％以上となる当社株券等の買付

行為(以下、かかる買付行為を「大規模買付行為」といい、かかる買付行為を行う者を「大規模買付者等」とい

う。)とする。

② 特別委員会の設置

当社取締役会は、大規模買付ルールに則った手続の進行並びに当社の株主の利益及び当社の企業価値を守るた

めに適切と考える方策を取る場合におけるその判断の合理性及び公正性を担保するため、当社取締役会から独立

した機関として特別委員会を設置する。

③ 大規模買付ルールの概要

当社が設定する大規模買付ルールの概要は、以下の通りである。

1) 大規模買付者等による意向表明書の当社への事前提出

大規模買付者等が大規模買付行為を行おうとする場合には、まず当社取締役会宛に、大規模買付ルールに従う

旨の誓約及び大規模買付者の名称等を日本語で記載した意向表明書を提出する。

2) 大規模買付者等による必要情報の提供

当社は、意向表明書受領後、大規模買付者等から当社取締役会に対して、株主の判断及び取締役会としての意

見形成のために提供を求める必要かつ十分な情報(以下「大規模買付情報」という。)のリストを当該大規模買付

者等に交付し、大規模買付者等は、本大規模買付情報のリストに従い、本大規模買付情報を当社取締役会に提出

する。

3) 取締役会による評価期間等

当社取締役会は、大規模買付行為の評価等の難易度に応じ、大規模買付者等が当社取締役会に対し大規模買付

情報の提供を完了した後、当社取締役会による評価、検討、交渉、意見形成、代替案立案のための期間を設定す

る。

④ 大規模買付行為が為された場合の対応方針

1) 大規模買付者等が大規模買付ルールを遵守した場合

当社取締役会は、仮に当該大規模買付行為に反対であったとしても、原則として当該大規模買付行為に対する

対抗措置はとらない。

但し、大規模買付者等が大規模買付ルールを遵守した場合であっても、当該大規模買付行為が、当社の企業価

値ひいては株主共同の利益を著しく損なうと当社取締役会が判断する場合には、例外的に、当社の企業価値ひい

ては株主共同の利益を守ることを目的として必要かつ相当な範囲内で、新株予約権の無償割当て等、会社法その

他の法律が認める対抗措置をとることがある。

2) 大規模買付者等が大規模買付ルールを遵守しない場合

大規模買付者等が大規模買付ルールを遵守しなかった場合で、かつ当社の企業価値ひいては株主共同の利益を

確保するために必要であるときには、当社取締役会は、新株予約権の無償割当て等、会社法その他の法律が認め

る対抗措置をとり、大規模買付行為に対抗することとする。
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3) 対抗措置の発動の手続

対抗措置をとる場合には、その判断の合理性及び公正性を担保するために、まず当社取締役会は対抗措置の発

動に先立ち、特別委員会に対し対抗措置の発動の是非について諮問し、特別委員会は十分検討した上で対抗措置

の発動の是非について勧告を行うものとする。

当社取締役会は、対抗措置の発動の是非を判断するにあたり、特別委員会の勧告を最大限尊重する。

4) 株主意思確認総会の開催

当社取締役会は、対抗措置の発動勧告について、特別委員会が対抗措置の発動に関してあらかじめ株主の意思

を確認するべき旨の留保を付した場合であって、当社取締役会が、適切と判断する場合には、実務上可能な限り

すみやかに株主総会(以下「株主意思確認総会」という。)を開催し、対抗措置の発動に関する株主の意思を確認

することができるものとする。

株主意思確認総会を開催する場合には、当社取締役会は、株主意思確認総会の決議に従う。

⑤ 本プランの有効期間

本プランの有効期間については、平成26年６月27日開催の当社第151回定時株主総会の終結時から平成29年６月

開催予定の第154回定時株主総会の終結時までとする。

 

(４)上記(２)及び(３)の取組みが基本方針に沿い、当社の企業価値ひいては株主共同の利益に合致し、当社の会社役

員の地位の維持を目的とするものではないことについて

当社取締役会は、上記(２)の取組みは、当社の企業価値を継続的かつ持続的に向上させることを目的とするもの

であるから、上記(１)に記載した基本方針に沿い、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を損なうものではな

く、また当社の役員の地位の維持を目的とするものではないと判断している。

　また、当社取締役会は、次の理由から上記(３)の取組みが上記(１)に記載した基本方針に沿い、当社の企業価値

ひいては株主共同の利益を損なうものではなく、また当社の役員の地位の維持を目的とするものではないと判断し

ている。

① 買収防衛策に関する指針等の要件を充足していること

本プランは、経済産業省及び法務省が平成17年５月27日に発表した「企業価値・株主共同の利益の確保又は向

上のための買収防衛策に関する指針」の定める三原則をすべて充足している。また、経済産業省に設置された企

業価値研究会が平成20年６月30日に発表した「近時の諸環境の変化を踏まえた買収防衛策の在り方」その他の買

収防衛策に関する実務、議論を踏まえた内容となっており、合理性を有するものと考えている。更に、本プラン

は、株式会社東京証券取引所の定める買収防衛策の導入に係る諸規則等の趣旨に合致するものである。

② 株主意思を重視するものであること

本プランは、平成26年６月27日開催の当社第151回定時株主総会での承認により発効しており、株主の意思が反

映されている。

また、当社取締役会は、一定の場合に、本プランに定める対抗措置の発動の是非について、株主意思確認総会

において株主の意思を確認することとしている。

更に、本プラン更新後、有効期間満了前であっても、株主総会において本プランを廃止する旨の決議が行われ

た場合には、本プランはその時点で廃止されることになり、株主の意思が反映される。

③ 当社取締役の任期が１年とされていること

当社は、取締役の任期を１年としており、経営陣の株主に対する責任をより明確なものとしている。また、本

プランは、株主総会で選任された取締役で構成される取締役会により本プランを廃止する旨の決議が行われた場

合には、本プランはその時点で廃止されるものとしていることから、取締役選任議案に関する議決権の行使を通

じて、本プランに対する株主の意思を反映させることも可能となっている。

④ 特別委員会の判断の重視と情報開示

本プランにおける対抗措置の発動等の運用に際しての実質的な判断は、独立性の高い社外取締役及び社外有識

者で構成される特別委員会により行われることとされている。

また、その判断の概要については株主に情報開示をすることとされており、当社の企業価値ひいては株主共同

の利益に適うように本プランの透明な運営が行われる仕組みが確保されている。

⑤ 合理的な客観的要件の設定

本プランにおける対抗措置は、合理的な客観的要件が充足されなければ発動されないように設定されており、

当社取締役会による恣意的な発動を防止するための仕組みを確保しているものといえる。

⑥ デッドハンド型買収防衛策ではないこと
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本プランは、当社の株券等の大規模買付者等が指名し、株主総会で選任された取締役により、廃止することが

できるものとして設計されており、デッドハンド型買収防衛策(取締役会の構成員の過半数を交替させてもなお、

発動を阻止できない買収防衛策)ではない。

 

(4) 研究開発活動

当第２四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、1,495百万円である。

なお、当第２四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はない。

 

(5) 主要な設備

当第２四半期連結累計期間において、新たに確定した重要な設備の新設計画は次のとおりである。

新設

事業所名 所在地
セグメン

トの名称
設備の内容

投資予定額

資金調達方法

着手及び完了予定

総額

（百万円）

既支払額

（百万円）
着工 完了

当社

光電子事業部　

東京都

千代田区
光電子

LN変調器

増産体制構築
1,195 ―

自己資金

及び借入金
平成28年10月 平成29年4月

当社

新材料事業部

東京都

千代田区
新材料 ESC増産体制構築 1,100 ―

自己資金

及び借入金
平成29年2月 平成29年8月

大窯汽船㈱　

 

大阪市

北区
セメント

セメントタンカー

(5,500t積1隻)

建造

1,980 ―
自己資金

及び借入金
平成29年11月 平成30年6月
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 1,470,130,000

計 1,470,130,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
第２四半期会計期間末
現在発行数(株)
(平成28年９月30日)

提出日現在発行数(株)
(平成28年11月10日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 417,432,175 417,432,175
東京証券取引所
市場第一部

単元株式数は1,000株である。

計 417,432,175 417,432,175 ― ―
 

 

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項なし。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項なし。

 

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項なし。

 

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成28年７月１日～
平成28年９月30日

― 417,432,175 ― 41,654 ― 10,413
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(6) 【大株主の状況】

  平成28年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

日本マスタートラスト
信託銀行株式会社(信託口)

東京都港区浜松町２丁目11―３ 36,509 8.75

日本トラスティ・サービス
信託銀行株式会社(信託口)

東京都中央区晴海１丁目８―11 26,822 6.43

住友生命保険相互会社 東京都中央区築地７丁目18－24 8,520 2.04

野村信託銀行株式会社（投信口） 東京都千代田区大手町２丁目２－２ 8,440 2.02

THE BANK OF NEW YORK, NON-
TREATY JASDEC ACCOUNT
（常任代理人　株式会社三菱東京
UFJ銀行）

225 LIBERTY STREET, NEW YORK, NEW YORK
10286, USA
（東京都千代田区丸の内２丁目７－１）

8,279 1.98

住友商事株式会社 東京都中央区晴海１丁目８－11 7,185 1.72

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区丸の内１丁目１－２ 6,415 1.54

日本トラスティ・サービス信託銀
行株式会社（信託口９）

東京都中央区晴海１丁目８－11 5,879 1.41

日本トラスティ・サービス信託銀
行株式会社（三井住友信託銀行再
信託分・住友重機械工業株式会社
退職給付信託口）

東京都中央区晴海１丁目８－11 5,128 1.23

STATE STREET BANK AND TRUST
OMNIBUS ACCOUNT OM25
(常任代理人 香港上海銀行東京支
店)

P. O. BOX 351 BOSTON MASS ACHUSETTS
02101 U. S. A.
(東京都中央区日本橋３丁目11―１)

4,939 1.18

計 ― 118,116 28.30
 

（注）１.　上記のほか当社所有の自己株式11,512千株（2.76％）がある。　
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(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

   平成28年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式 11,512,000

　
― 単元株式数は1,000株である。

完全議決権株式(その他) 普通株式 402,357,000 402,357 単元株式数は1,000株である。

単元未満株式 普通株式 3,563,175 ― １単元(1,000株)未満の株式

発行済株式総数 417,432,175 ― ―

総株主の議決権 ― 402,357 ―
 

 

② 【自己株式等】

  平成28年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

住友大阪セメント株式会社
東京都千代田区
六番町６―28

11,512,000 ― 11,512,000 2.76%

計 ― 11,512,000 ― 11,512,000 2.76%
 

 

２ 【役員の状況】

該当事項なし。
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第４ 【経理の状況】

 

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号)に基づいて作成している。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間(平成28年７月１日から平成

28年９月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成28年４月１日から平成28年９月30日まで)に係る四半期連結財務

諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けている。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

           (単位：百万円)

          
前連結会計年度
(平成28年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成28年９月30日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 31,536 27,612

  受取手形及び売掛金 45,660 44,241

  商品及び製品 6,589 6,109

  仕掛品 2,532 2,988

  原材料及び貯蔵品 10,133 9,761

  繰延税金資産 1,701 1,641

  短期貸付金 234 212

  その他 1,850 1,831

  貸倒引当金 △50 △59

  流動資産合計 100,189 94,339

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物及び構築物 162,776 162,793

    減価償却累計額 △112,557 △113,848

    建物及び構築物（純額） 50,219 48,945

   機械装置及び運搬具 408,574 411,849

    減価償却累計額 △357,234 △360,698

    機械装置及び運搬具（純額） 51,340 51,150

   土地 37,962 37,904

   建設仮勘定 3,955 5,882

   その他 34,362 34,879

    減価償却累計額 △18,537 △18,629

    その他（純額） 15,825 16,249

   有形固定資産合計 159,303 160,132

  無形固定資産   

   のれん 5 2

   その他 2,297 2,355

   無形固定資産合計 2,303 2,357

  投資その他の資産   

   投資有価証券 54,393 54,121

   長期貸付金 2,906 2,604

   繰延税金資産 715 663

   退職給付に係る資産 320 335

   その他 6,095 5,906

   貸倒引当金 △518 △431

   投資その他の資産合計 63,914 63,199

  固定資産合計 225,520 225,690

 資産合計 325,710 320,030
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           (単位：百万円)

          
前連結会計年度
(平成28年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成28年９月30日)

負債の部   

 流動負債   

  支払手形及び買掛金 25,882 25,786

  短期借入金 25,987 22,563

  1年内返済予定の長期借入金 9,392 8,120

  1年内償還予定の社債 10,000 -

  未払法人税等 4,669 3,650

  賞与引当金 2,269 2,317

  その他 12,794 11,709

  流動負債合計 90,996 74,148

 固定負債   

  社債 5,000 10,000

  長期借入金 26,127 26,171

  繰延税金負債 11,945 11,880

  役員退職慰労引当金 176 229

  厚生年金基金解散損失引当金 405 -

  退職給付に係る負債 3,076 3,080

  資産除去債務 768 698

  その他 9,967 10,188

  固定負債合計 57,466 62,248

 負債合計 148,462 136,396

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 41,654 41,654

  資本剰余金 29,282 29,284

  利益剰余金 84,274 90,656

  自己株式 △4,801 △4,815

  株主資本合計 150,409 156,779

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 25,255 25,193

  為替換算調整勘定 644 604

  退職給付に係る調整累計額 △669 △579

  その他の包括利益累計額合計 25,230 25,218

 非支配株主持分 1,607 1,635

 純資産合計 177,247 183,633

負債純資産合計 325,710 320,030
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

           (単位：百万円)

          前第２四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
　至 平成27年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
　至 平成28年９月30日)

売上高 115,653 110,436

売上原価 87,976 82,565

売上総利益 27,677 27,871

販売費及び一般管理費 ※  17,617 ※  17,879

営業利益 10,059 9,991

営業外収益   

 受取利息 33 36

 受取配当金 1,779 1,605

 持分法による投資利益 131 96

 受取賃貸料 80 75

 その他 255 286

 営業外収益合計 2,280 2,100

営業外費用   

 支払利息 481 418

 為替差損 65 868

 その他 546 379

 営業外費用合計 1,093 1,666

経常利益 11,246 10,425

特別利益   

 固定資産売却益 601 865

 投資有価証券売却益 4 460

 特別利益合計 606 1,326

特別損失   

 固定資産除却損 353 292

 固定資産売却損 37 2

 減損損失 165 15

 特別損失合計 557 310

税金等調整前四半期純利益 11,295 11,440

法人税、住民税及び事業税 3,729 3,364

法人税等調整額 △129 35

法人税等合計 3,600 3,399

四半期純利益 7,694 8,041

非支配株主に帰属する四半期純利益 27 34

親会社株主に帰属する四半期純利益 7,666 8,006
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【四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

           (単位：百万円)

          前第２四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
　至 平成27年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
　至 平成28年９月30日)

四半期純利益 7,694 8,041

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 △4,369 △62

 為替換算調整勘定 75 △40

 退職給付に係る調整額 95 90

 持分法適用会社に対する持分相当額 △0 △0

 その他の包括利益合計 △4,199 △12

四半期包括利益 3,494 8,028

（内訳）   

 親会社株主に係る四半期包括利益 3,466 7,994

 非支配株主に係る四半期包括利益 27 34
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(3) 【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

           (単位：百万円)

          前第２四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
　至 平成27年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
　至 平成28年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

 税金等調整前四半期純利益 11,295 11,440

 減価償却費 8,095 8,192

 減損損失 165 15

 のれん償却額 18 2

 貸倒引当金の増減額（△は減少） △8 △16

 受取利息及び受取配当金 △1,813 △1,642

 支払利息 481 418

 為替差損益（△は益） 42 873

 持分法による投資損益（△は益） △131 △96

 固定資産売却損益（△は益） △563 △862

 投資有価証券売却損益（△は益） △4 △460

 売上債権の増減額（△は増加） 2,859 1,566

 たな卸資産の増減額（△は増加） △744 320

 仕入債務の増減額（△は減少） △776 △89

 その他 347 △262

 小計 19,263 19,396

 利息及び配当金の受取額 1,813 1,642

 利息の支払額 △493 △424

 法人税等の支払額 △5,064 △4,470

 営業活動によるキャッシュ・フロー 15,518 16,143

投資活動によるキャッシュ・フロー   

 固定資産の取得による支出 △8,869 △10,327

 固定資産の売却による収入 1,320 1,082

 投資有価証券の取得による支出 △1 △12

 投資有価証券の売却による収入 47 747

 貸付けによる支出 △365 △114

 貸付金の回収による収入 123 137

 その他 △6 64

 投資活動によるキャッシュ・フロー △7,751 △8,422

財務活動によるキャッシュ・フロー   

 短期借入金の純増減額（△は減少） △6,043 △3,408

 長期借入れによる収入 6,670 3,500

 長期借入金の返済による支出 △4,365 △4,811

 社債の発行による収入 - 5,000

 社債の償還による支出 - △10,000

 自己株式の売却による収入 0 0

 自己株式の取得による支出 △4,513 △14

 配当金の支払額 △1,664 △1,623

 非支配株主への配当金の支払額 △4 △4

 その他 △27 △31

 財務活動によるキャッシュ・フロー △9,947 △11,392

現金及び現金同等物に係る換算差額 26 △261

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △2,153 △3,932

現金及び現金同等物の期首残高 30,132 31,378

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※  27,979 ※  27,445
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【注記事項】

(会計方針の変更等）

当第２四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日 至 平成28年９月30日)

　法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱い」（実務対

応報告第32号　平成28年６月17日）を第１四半期連結会計期間に適用し、平成28年４月１日以後に取得した建物

附属設備及び構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更している。

なお、当第２四半期連結累計期間の損益に与える影響は軽微である。
 

 

(追加情報)

「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号　平成28年３月28日）を第１四

半期連結会計期間から適用している。

 
(四半期連結貸借対照表関係)

   偶発債務

銀行借入金等に対する保証債務は次の通りである。

① 銀行借入金について行っている保証債務に対する再保証

前連結会計年度
(平成28年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成28年９月30日)

嘉華建材有限公司 1,378百万円 嘉華建材有限公司 1,147百万円

その他（１社） 55 その他（１社） 55

計 1,434 計 1,203
 

　

② 生コンクリート協同組合からの商品仕入債務に対する保証債務

前連結会計年度
(平成28年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成28年９月30日)

塚本建材㈱ 27百万円 野原産業㈱ 23百万円

その他（３社） 6 その他(３社) 7

計 34 計 31
 

　

(四半期連結損益計算書関係)

※   販売費及び一般管理費のうち主なものは次の通りである。

 
前第２四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
至 平成27年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
至 平成28年９月30日)

販売諸掛 5,041百万円 5,147百万円

給与、賞与 3,671 3,556 

賞与引当金繰入額 1,035 1,013 

退職給付費用 309 309 
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(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

※   現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 
前第２四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
至 平成27年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
至 平成28年９月30日)

現金及び預金 28,139百万円 27,612百万円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △160 △166

現金及び現金同等物 27,979 27,445
 

　

(株主資本等関係)

前第２四半期連結累計期間(自 平成27年４月１日 至 平成27年９月30日)

１．配当金支払額

(決議) 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年６月26日
定時株主総会

普通株式 1,664 4.0 平成27年３月31日 平成27年６月29日 利益剰余金
 

 

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間の

末日後となるもの

(決議) 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年11月５日
取締役会

普通株式 1,623 4.0 平成27年９月30日 平成27年12月３日 利益剰余金
 

 

当第２四半期連結累計期間(自 平成28年４月１日 至 平成28年９月30日)

１．配当金支払額

(決議) 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年６月29日
定時株主総会

普通株式 1,623 4.0 平成28年３月31日 平成28年６月30日 利益剰余金
 

 

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間の

末日後となるもの

(決議) 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年11月８日
取締役会

普通株式 2,029 5.0 平成28年９月30日 平成28年12月２日 利益剰余金
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ 前第２四半期連結累計期間(自 平成27年４月１日 至 平成27年９月30日)

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

        (単位：百万円)

 報告セグメント 注１ 注２

 

セメント
 

鉱産品
 

建材
 

光電子
 

新材料
 

その他
 

計
 

調整額
 

四半期連結
損益計算書
計上額
 

売上高          

(1)外部顧客に対する
  売上高

90,496 6,835 8,114 4,052 2,759 3,395 115,653 ― 115,653

(2)セグメント間の
  内部売上高又は
  振替高

1,660 2,087 923 4 ― 2,502 7,178 △7,178 ―

計 92,157 8,923 9,037 4,056 2,759 5,897 122,832 △7,178 115,653

セグメント利益 7,108 1,188 308 495 651 307 10,061 △2 10,059
 

(注) １．セグメント利益の調整額△2百万円は、セグメント間取引消去である。

２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っている。

　

Ⅱ 当第２四半期連結累計期間(自 平成28年４月１日 至 平成28年９月30日)

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

        (単位：百万円)

 報告セグメント 注１ 注２

 

セメント
 

鉱産品
 

建材
 

光電子
 

新材料
 

その他
 

計
 

調整額
 

四半期連結
損益計算書
計上額
 

売上高          

(1)外部顧客に対する
  売上高

85,107 6,059 8,322 4,479 2,811 3,656 110,436 ― 110,436

(2)セグメント間の
  内部売上高又は
  振替高

1,645 1,740 1,043 25 ― 2,044 6,499 △6,499 ―

計 86,753 7,800 9,366 4,504 2,811 5,700 116,936 △6,499 110,436

セグメント利益 6,546 1,200 443 808 367 639 10,006 △15 9,991
 

(注) １．セグメント利益の調整額△15百万円は、セグメント間取引消去である。

２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っている。
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下の通りである。

 

 
前第２四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
至 平成27年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
至 平成28年９月30日)

１株当たり四半期純利益金額 18円66銭 19円72銭

  (算定上の基礎)   

親会社株主に帰属する四半期純利益金額(百万円) 7,666 8,006

普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

普通株式に係る親会社株主に帰属する
四半期純利益金額(百万円)

7,666 8,006

普通株式の期中平均株式数(千株) 410,835 405,934
 

(注) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載していない。

 

(重要な後発事象)

該当なし。

 

２ 【その他】

第154期（平成28年４月１日から平成29年３月31日まで）中間配当について、平成28年11月８日開催の取締役会にお

いて、平成28年９月30日の株主名簿に記録された株主に対し、次の通り中間配当を行うことを決議した。

①　配当金の総額                              　    2,029百万円

②　１株当たりの金額      　                   　　　 ５円00銭

③　支払請求権の効力発生日及び支払開始日  　　　平成28年12月２日
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項なし。

EDINET提出書類

住友大阪セメント株式会社(E01127)

四半期報告書

21/22



独立監査人の四半期レビュー報告書
 

平成28年11月９日

住友大阪セメント株式会社

取締役会 御中

 

新日本有限責任監査法人
 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士   金   子   秀   嗣   印

 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士   吉   川   高   史   印

 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている住友大阪セメン

ト株式会社の平成28年４月１日から平成29年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間(平成28年７月１日

から平成28年９月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成28年４月１日から平成28年９月30日まで)に係る四半期連

結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結

キャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

　

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

　

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、住友大阪セメント株式会社及び連結子会社の平成28年９月30日現

在の財政状態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に

表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上

 
 

(注) １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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